
 
国の施策の動向について 

 
１．基本施策の見直し 

○森林・林業再生プラン 

・国（農林水産省）は、平成 21 年 12 月 25 日、「森林・林業再生プラン」を発表し

た。（P.15） 
・このプランは、今後の森林・林業行政の方向性を示したもので、「10 年後の木材

自給率 50％以上」を目標にし、路網・作業システム、日本型フォレスター、森林

組合改革、国産材の加工・流通構造改革、補助金・予算の見直しなどを掲げた。 
・これを推進するために、大臣を本部長とする「森林・林業再生プラン推進本部」

を設置するとともに、この下に５つの「検討委員会」を設け、より具体的な改革

プランを検討している。（P.13、14） 
・６月 10 日、第２回の推進本部が開かれ、「森林・林業基本政策検討委員会」が報

告した“中間とりまとめ”「森林・林業の再生に向けた改革の姿」を了承した。 
・またこの内容は、６月 18 日に閣議決定された「新成長戦略」に盛り込まれてい

る。 
 

○中間とりまとめ「森林・林業の再生に向けた改革の姿」（P.1～12） 

・改革の方向として、①適切な森林施業が行われる仕組みの構築、②低コスト作業

システムの確立、③林業事業体や人材の育成、④国産材の加工・流通体制整備と

木材利用拡大、の４つの見直しを掲げ、かなり突っ込んだ提案がなされている。 
・このプランは、国の森林行政を、森林整備支援から持続的森林経営と方向転換し

ようとするものである。 
・つまり、単なる間伐補助のようなものから、路網整備や機械化、人材やを進め、

計画的な森林経営（木材の搬出を伴う施業）に誘導しようとするものである。 
 

２．木材利用（P.16） 

・先の国会で「公共建築物等における木材の利用に促進に関する法律」が与野党の

賛成で成立し、5 月公布、10 月にも施行されることになった。 
・この法律は、国、県、市などの公共施設の木造化あるいは木質化を進めようとす

るもので、林野庁と国土交通省の共管になっている。これに伴い、建築基準法の

見直しなどが検討されている。 
・市町村は努力義務だが、木質化の目標等を定めることになっており、今後の対応

が課題である。 
 

平成 22 年 8月 3日 

第 1回森づくり委員会
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